予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林研究費　　　
	事業名　科学技術企画指導費(林政)


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

森林研究所　　電話番号：0575-33-2585

　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c25108@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　   69　千円（前年度予算額：73 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	73
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	73

	要求額
	69
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	69

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
①要求の趣旨
研究所の研究推進体制や役割機能、研究課題の設定・進捗等について、有識者による客観的な評価を受け、今後の研究所のあるべき姿や研究課題の推進方針を展望することを目的とする。
②現状と問題点

　これまでも、外部有識者等の意見を取り入れた、地域に役立つ研究開発に取り組んできたが、厳しい財政状況を受け、これまで以上に地場産業・県民に役立つ研究開発の実施が必須である。

（２）事業内容

①研究所評価員会議（研究機関の外部評価）
  研究開発への取り組み、地域に果たす役割等、研究所の業務全般について外部有識者により評価を行う（原則として4年に1回）。

②研究課題評価（研究課題の外部評価）
  新規、継続及び終了の重点研究課題等の取組み等を外部有識者、関係部局等により実施し、的確な研究開発を進める。

（３）県負担・補助率の考え方

　　県民に役立つ研究開発に取り組むために、外部有識者の意見を取り入れた研究推進体制や研究課題の設定などを実施することから、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	13
	評価委員旅費

	需用費
	1
	資料作成のための消耗品の購入

	役務費
	1
	

	その他
	54
	評価委員への報償費

	合計
	69
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・岐阜県科学技術振興方針の基本目標である「県民生活の向上に役立つ科学技術の振興」
・岐阜県森林研究所評価員会議設置要綱
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　研究所の研究推進体制や役割機能、研究課題の設定・進捗等について、外部有識者による客観的な評価を受け、有識者の意見を反映させることにより、客観性・公平性を担保し、県民に役立つ研究開発の取り組みを向上させる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	運営要領を定めて、評価員会議は4年に1回、研究課題評価は新規、継続及び終了の重点研究課題について実施することとしており、課題数が年によって変動することや、評価という事業の性質上、予め目標値を設定することが適当でないため。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

研究所評価員会議を実施し（12月1日）、5名の外部有識者から研究推進体制や研究課題の設定などについて評価を受けた。その内容はホームページに掲載するよう準備を進めている。



（前年度の成果）
	・平成26年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　外部有識者の意見を取り入れて、今後の研究推進体制や研究課題設定・進捗管理に活かす。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	外部有識者の意見を取り入れた研究推進体制や研究課題設定・進捗管理を実施することにより、効率的・効果的な研究開発が進められるため、事業の必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	外部有識者の意見を取り入れることにより、客観性・公平性を担保することができるため、事業の有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　要綱や要領により、評価方法や評価資料を他の研究機関と統一することで効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　評価員の指摘事項に対するフォローアップを継続して行う必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　研究推進体制等に関して確実な改善が図られており、引き続き外部評価を実施する。



別紙２－１








